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（要旨）
周知のようにブリーフスは，ドイツ企業の労働者対策である経営社会政策の研究とその理論

的基盤である経営社会学の創始者として知られている。彼は，現代ドイツ経済の基調をなす社
会的市場経済の構築に寄与するとともに，労働組合と経営協議会を労働者の二つの代表組織と
するドイツ型労使関係の枠組みを起草していた。その意味でブリーフス研究は，ドイツにおけ
る人的資源管理の解明に寄与すると思われる。

本稿の課題は，国民経済学を研究していたブリーフスが，経営における労働問題を研究する
にいたった理由を問うために，ヴァイヤーマンとシェーニッツの共著に対する書評をもとに，
ブリーフスが，もともと経営問題をどのような立場から，いかに把握していたかを問うことに
あった。ヴァイヤーマンとシェーニッツの私経済学は，古典派経済学の経済人仮説を具体化し，
国民経済学の発展に貢献しようというものであった。だが，カルテルの研究を進めていたブリー
フスにとって，私経済の研究は重要であったとはいえ，私経済学という新たな研究領域を構築
することは国民経済学の学徒としては問題であった。
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はじめに

一般に人的資源管理（Human Resource 
Management）の大きな特徴は，伝統的な人
事管理（Personnel Management）が，従業
員を代替可能な労働力と把握してきたのに対
し，組織のメンバーを開発可能な価値ある資
源と把握する点に求められる。このような人
間観は，マズローの欲求階層説に代表される
行動科学の影響を受けたものと考えられる。
もっとも経営戦略論における人的資源管理へ
の関心の高まりとともに，「人間尊重を志向
せしめてきた行動科学の影響は薄らいでい
く」（橋場，2020; 165）ものの，管理対象で
ある人間のとらえ方に人的資源管理論の大き
な特徴があるといえる。

周知のように行動科学に象徴される管理
論の勤労意欲問題への傾斜は，「人間関係論
における人間観と組織理論をその契機」（泉，
1978; 277）としている。産業における人間関
係の理論は，ウェスタン・エレクトリック社
のホーソン工場での一連の実験を契機に形成，
発展をみたが，この一連の実験を指導したの
が，メイヨー（E.Mayo）であった。メイヨーは，
産業社会の危機を，人間の協働を根底におい
て規定する社会的な規範の崩壊にみた。この
社会的規範の崩壊は，労働者の社会的不適応
による強迫観念的思考を生み出すことになる。
かくして産業社会の危機を解決する方法とし
て，経営者の社会的技能による自発的協力体
制の構築が重視されることになる２）。

このようにメイヨーは，現代社会の危機を
人間協働との関連で捉え，労働者の心理的操
作による協働への社会的適合を問題としたの
であった。メイヨーらの提起した労働者の勤
労意欲とその心理的操作，さらに組織への社
会的適合の問題は，いわゆる行動科学に継承
され，人的資源管理論の理論的基盤へと展開
してゆくことになる。もちろんメイヨーらの
理論には，多くの批判があることを忘れては

ならない。「なかでも最大の難点は労使の社
会紛争の問題を，つまり労使関係のそれを，
人間関係の心理に解消してしまうという点に
ある」（石坂，1968; 62）といえる。経営実践
としての人的資源管理は，企業の活動と労使
の対抗関係などにより歴史性を与えられるの
であり，その意味で人的資源管理は労使関係
と密接な関係に置かれていると考えられるか
らである。

メイヨーと同じように，現代社会の危機の
根源を人間問題に見出し，労働者の心理問題
の分析を行いながらも，メイヨーらと異なり
労使関係の問題を重視したのが，ドイツ経営
社会学であった。経営社会学（Betriebssozi-
ologie）という概念は，ブリーフス（Goetz A. 
Briefs）により提起され，その体系は，1930
年代にブリーフスによって整序されることに
なる。小稿の課題は，ヴァイヤーマンとシェー
ニッツの著作に対するブリーフスの書評の紹
介を通じて，ブリーフスが経営問題に対し，
いかなる立場からどのような認識をしていた
のかを明らかにすることにある３）。まず，な
ぜこのような課題を設定したのかを明らかに
しておくことにしよう。

Ⅰ．問題の意味

すでに指摘したようにブリーフスは，「経
営社会学」なる概念を考案し，その体系的な
研究を進めたドイツ経営社会学の代表的な研
究者とみることができる。実際，プロシア
州，文部大臣の要請を受けてブリーフスは，
1928年に「ベルリン工科大学経営社会学およ
び社会的経営学研究所（Institut für Betrieb-
ssoziologie und soziale Betriebslehre der 
technischen Hochschule zu Berlin）」を設立
したのであり，この研究所をもとにシュベン
ガー（R.Schwenger）やゲック（L.H.A.Geck）
らがすぐれた研究を蓄積していったのであ
る。彼らの研究は，理論的な経営社会学にと
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どまらず，具体的，実践的な経営社会政策
（betriebliche Sozialpolitik）に及んでいる。

大河内によれば，経営社会政策は，「一部
分は，マネイジメントないし労務管理とし
て，また一部分は，従来広く福利施設と称ば
れてきた活動」（大河内，1969; 346）から構
成されているという。このような理解が正し
いとすれば，経営社会政策は，現在範疇とし
て把握される人的資源管理と密接な関連にあ
ると考えることができる。経営の技術的構造
を媒介に形成される人間関係に対する経営の
政策を労務管理と把握する藻利は，「広義の
経営的社会政策に匹敵するものを広

・

義
・

の
・

労
・

務
・

管
・

理
・

」（藻利，1976; 226，傍点は著者による）
と把握し，「狭義の経営社会政策はこうした
意味における労務管理にほかならない」（同; 
225）と指摘されているのである。

もっとも経営社会的構造の合理化の基本的
な課題を，共同体の構築に求められる藻利の
労務管理概念をもとに，経営社会政策を今日
の人的資源管理と同一に扱うことは難しい。
しかも経営社会政策が，第二次大戦後，福利
厚生施策，とりわけ社会給付（Sozialleistun-
gen）に傾斜していったことを考えると（木元，
1986，第4章），経営社会政策を人的資源管
理と同じように扱うことはできないであろう。
とはいえ，経営社会政策論が，ドイツにおけ
る従業員対策の現実を解明してきたことを看
過できない。このような経営社会政策の「理
論的基盤」（石坂，1968; はしがきⅱ）となっ
たのが，ブリーフスの提起した経営社会学で
あった。

では，なぜ，ブリーフスは，経営の社会問
題に注目することになったのだろうか。ブ
リーフスの経営社会学を検討した面地は，「社
会の不安や動揺という社会問題に関して，経
営内で解決できるものは原則として経営内で
解決・処理すべきであるというのがブリーフ
スの立場」（面地，1980; 3）だったと指摘
している。実際，ブリーフスが，社会問題に

対する認識を深めていくのは，第一次世界大
戦中に高揚した労働運動と，ヴァイマール体
制のもとでの労使対立の激化のなかであった
と考えられる。では，なぜブリーフスは労使
対立という「社会的不安の発火点」（Briefs, 
1934; Ⅶ）として経営を主たる研究の対象と
したのだろうか。この点を鮮明にするために，
ブリーフスの経歴を簡単にたどることにしよ
う。

ブリーフスは，1889年1月に，アーヘンに
近いラインランドの小都市エシュヴァイラー

（Eschweiler）に生まれた。当時，エシュヴァ
イラーの主要な産業は，鉄鋼，炭鉱といった
重化学工業であった。彼の父は，電線工場

（Wire Mill）の職長をしていた。そのためブ
リーフスは，工業労働者たちの生活を熟知し
ていたという（Amstad, 1985）。この町のギ
ムナジュウムでブリーフスは，歴史や哲学，
古典文学などを学んだ。

1908年，ブリーフスは，ミュンヘン大学に
入学し，哲学と歴史を専攻した。だが，1
年目の冬学期にルヨ・ブレンターノ（Lujo 
Brentano）の経済史の講義を受講し，ブリー
フスは国民経済学や経済史に強い関心を示す
ようになり，国民経済学を専攻するにいたっ
た。けれども，金銭的な問題から休学を考え，
休学前にブリーフスは，ボン大学で半期の間，
講 義 に 参 加 し た（Vgl., Klein-Zirbes, 2004; 
16）。その後ブリーフスは，フライブルクに
移り，後に彼の博士号の指導教授となるカー
ル・ディール（Karl Diehl）やその指導教授
であるゲルハルト・シュルツェ - ゲベルニッ
ツ（Gerhardt von Schulze-Gävernitz），ロ
ベルト・リーフマン（Robert Liefmann）と
いった経済学者や，ハインリヒ・リッケルト

（Heinrich J. Rickert）やリヒャルト・クロー
ナー（Richard Kroner）などの哲学者と交
流を持つことになる。

このようにブリーフスは，ブレンターノや
カール・ディールらのもとで国民経済学を学
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んでいたのである。国民経済学を専攻してい
たブリーフスが，なぜ経営の社会過程に強い
関心を示すようになったのか，われわれの問
題関心はこの点に絞られる。だが，問題意識
をさらに明確にするために，ブリーフスの経
歴をもう少したどることにしよう。

すでにみたように，ブリーフスは，ブレン
ターノの講義を聞き，国民経済学を専攻する
ことになった。周知のようにルヨ・ブレン
ターノは，ドイツ社会政策学会の結成に貢献
した新歴史学派の経済学者である。ブリーフ
スが，ブレンターノのもとで国民経済学を学
んだことから，ブリーフスを国民経済学の学
徒として位置づけることは可能だろう。しか
もチィルベスによれば，ブレンターノのもと
で学んだことで，ブリーフスは経営経済や労
働組合に関心を持つようになったというので
ある（Klein-Zirbes, 2004; 15f）。

だが，パプケ（Sven Papcke）によれば，
ブリーフスは，後年，ブレンターノの社会的
リベラリズムについて批判的に取り組むこと
になり（Papcke, 1993; 772），ミュンヘンで
の大学生活ののち，フライブルクにおいて
カール・ディールやゲルハルト・シュルツェ
-ゲベルニッツのもとで経済学を学ぶことに
なる。もちろんシュルツェ - ゲベルニッヒは，
ブレンターノの高弟であったが，「社会法学
派の理論経済学者」のディールは，ブレン
ターノの批判を行っているのである（大河内，
1969; 96）。

ブリーフスの学説を，広義の「歴史学派」
に位置づけることは可能だとしても，「歴史
学派」にはさまざまな経済理論に立つ学究の
徒から構成されていたことを看過できない４）。
たしかにブレンターノは，「歴史学派」，とり
わけ新歴史学派の研究者たちと交流があった
としても，彼の理論を具体的に把握していく
必要があるだろう。

さてミュンヘン大学を去ってからブリーフ
スは，ディールやシュルツェ - ゲベルニッツ

の指導のもとで博士論文の作成に取り組んだ。
『アルコールのカルテル―経済政策的研究
（Spirituskartell; eine wirtschaftspolitische 
Untersuchung）』である。この博士論文は，
1912年に公刊された。パプケによれば，この
論文は「あまりオリジナリティのないテーマ」

（Papcke, 1993; 772）であったものの，後述
するように，ブリーフスがカルテルという現
実の問題に取り組んでいたことに注目する必
要があるだろう。実際，後年ブリーフスは，
カルテルに関する研究の編集にも携わってい
るのである。

博士論文の公刊の後，ブリーフスは，ディー
ルやシュルツェ - ゲベルニッツからの推薦で，
教授資格論文（Habilitation）の執筆に取り
組むことになる。小稿で扱う，ワイヤーマン
とシェーニッツの著書についての書評が執筆
されたのは，この時期だと考えられる。ブリー
フスは，1912年から1913年にかけて，教授資
格論文の作成のためイギリスのロンドン・ス
クール・オブ・エコノミックスで研究を行い，
労働組合研究で著名なウェッブ夫妻（Sidney 
and Beatrics Webb）と個人的な交流をもつ
にいたっている。

1913年にフライブルクに戻ったブリーフス
は，古典派経済学の平均利潤率の問題とその
哲学的基盤を扱った（Amstad, 1985; 15）教
授資格論文『古典派経済学の研究』を提出し，
1915年にこれを著書として公刊している。同
書のはしがきでブリーフスは，「今日，古典
派の国民経済学（klassische Nationalökono-
mie）に取り組むことは，過去に向けた考察
への関心（Interesse an rückwärts gewand-
tem Schauen）から行われる取組みではない。
…中略…古典派経済学を学ぶことで現代の国
民経済学を決定的な点で強化できる」（Briefs, 
1915; Vorwort）と指摘している。

このような問題意識からブリーフスは，本
書において，古典派のもっとも基礎的，かつ
重要な概念の展開を跡付けることで古典派の
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崩壊過程を明らかにするとともに，リカード
（Ricardo）学説の再検討を行い，さらに古典
派における経済的リベラリズムの社会哲学的
基盤とその方法論の解明を行っている。シュ
ルツェ - ゲベルニッツは，ブリーフスの教授
資格論文を，リカード学説についての「独自
の見解」（Klein-Zirbes, 2004; 17）と評価して
いるものの，ディールは，平均利潤率よりも，
古典派の哲学についての研究に重点が置かれ
ていることなどを批判しているのである。後
述するように，ブリーフスが，博士論文にお
いてカルテルという現実の問題を研究する一
方，教授資格論文では古典派経済学の理論的
研究に従事していたことを看過できないであ
ろう。

1913年にフライブルクに戻ったブリーフス
は，私講師に就任し研究者としてのキャリア
を歩み始めることになる。だが，1914年の
第一次世界大戦の勃発とともに，視力の問
題から入隊できなかったブリーフスは，ベ
ルリンの外務省や国防省で勤務することに
なる。だがこの時期，ブリーフスは，ゾン
バルトやアルフレッド・ヴェーバー（Alfred 
Weber），そしてマックス・シェーラー（Max 
Scheler）といった研究者と交流をもってい
る。とりわけブリーフスは，シェーラーの「理
論社会学」から強い影響を受けたとされてい
る（Klein-Zirbes, 2004; 19）。

1916年の冬学期からブリーフスは，ギー
セン大学の講師として国民経済学などを担
当することになり，さらに1918年には助教
授（Ausserordentlicher Professor） に 昇 格
することになった。だが，その夏にはプロイ
セン国防省において経済問題の担当として従
事することになり，さらに11月には経済的動
員解除（wirtschaftliche Demobilisation）の
ために新たに設立されたドイツ帝国行政官
庁（Reichsamt）に移り，ここで1919年5月
まで勤務した。この時期にブリーフスが行っ
たもっとも重要な任務は，経営協議会法（Be-

triebsrätegesetz 1920）の草案の作成であろ
う。実際，ブリーフスは，「1920年の経営協
議会法の発起人の一人」（Klein-Zirbes, 2004; 
21）であり，ブレニンクメイヤー（Brennink-
meijer）によれば，経営協議会法の「有力な
提案者（maßgeblicher Initiator）」だとみら
れている。

周知のように1920年の経営協議会法は，「社
会改良思想」（木元，1977; 67）をもとに経
営協議会の設置とその機能について規定した
法律であり，労働組合と経営協議会との共存
といういわゆる二元的労使関係のあり方を創
出した法律といえる。その意味で経営協議会
法は，現代ドイツにおける労使関係の枠組み
を作り出した法律ということができる。経営
協議会法の提案の後ブリーフスは，1919年夏
学期にはフライブルクにもどり，1922年の冬
学期にはフライブルクのシュルツェ - ゲベル
ニッツの講座に戻っている。この講座は，「か
つてはマックス・ヴェーバーも担当していた
講座」（増田，1981; 55）であった。

だが1926年，ブリーフスは，「プロイセン
州文部大臣の強い要請を受けてベルリン工科
大学へ移ることになった」（増田，1981; 56）
のである。このベルリン工科大学に，ブリー
フスは，経営社会学研究所を設立し，ゲック
やヨースト，シュベンガーといった研究者と
ともに，経営社会学，ならびに経営社会政
策の研究を進めていったのである。けれど
も，ナチスの台頭により，1934年にブリーフ
スはアメリカへの亡命を余儀なくされること
になる。亡命後も，ブリーフスは，アデナウ
アー（Adenauer）やエアハルト（Erhard）
らとコンタクトをとり続け，戦後ドイツの社
会的市場経済の形成に貢献したとされている

（Siehe, Klien-Zirbes, 2004）。
ドイツにおける経営社会政策論の形成につ

いて詳細に検討された石坂巌は，同書におい
て「われわれの課題は，経営社会政策論形成
の基礎にある経営社会の問題性の発掘

4 4

が，ど
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のように科学的になされたか，この点を明ら
かにすることにある」（石坂，1968; 44，傍
点は著者による）という問題を指摘している。
またブリーフスの詳細な研究をされた増田正
勝も，「一体なにが国民経済学者ブリーフス
をして経営社会学の問題領域へ近づけせしめ
たのであろうか」（増田，1981; 57）と述べて
いる。小稿の問題意識も，このような先学の
問題意識を踏襲しているが，なぜ，「経営社
会の問題性」の認識を問うことが必要なのか
を考えるために，ブリーフスの研究の歩みを
小稿の問題意識にひきつけながら簡単に紹介
してきた。小稿の課題を次のようにまとめる
ことができるだろう。

す で に 指 摘 し た よ う に ブ リ ー フ ス は，
ディールやゲベルニッツのもとで歴史学派
などの国民経済学の研究を行ってきた。実
際，博士論文では，カルテルの問題を扱って
おり，それに続いて取り組んだ教授資格論文
では，古典派経済学の基礎理論を研究対象と
していたのである。このような国民経済学の
視点からブリーフスは，経営協議会法の構想
に寄与することで，ドイツ革命を背景とする
労使対立に二元的労使関係という枠組みを生
み出したのである。だが，その後ブリーフス
は，「社会不安の発火点」（Briefs, 1934; Ⅶ）
として経営を重視することになり，労使対立
の解決のために経営社会政策とその基礎理論
である経営社会学の研究に従事したのである。
国民経済学の視点から労使関係の枠組みを構
想したブリーフスが，なぜ経営に重点を置き，
経営社会学や経営社会政策の研究を重視した
のであろうか。

このような問題意識のもとに，小稿では
ヴァイヤーマンとシェーニッツの私経済学に
対する書評を取り上げ，国民経済学を専攻し
たブリーフスがもともと経営問題をいかに把
握していたのかを検討することを課題として
いる。そこでまず，ヴァイヤーマンとシェー
ニッツの著作を，小稿の問題意識にかかわる

限りで紹介しておくことにしたい。

Ⅱ．経済の変化と私経済学

周知のようにヴァイヤーマンとシェーニッ
ツの私経済学は，「商科大学における私経済
的研究の興隆から国民経済学はいかなる結
論を引き出すべきか，という問題を提起し
た」（田島，1973; 35）最初の労作であり，「理
論的経営経済学の端緒的形態」（鈴木，1987; 
148）とみられている。ここでは二人の立
場を明確にするために，ヴァイヤーマンと
シェーニッツの経歴を簡単にみておくことに
しよう。

1876年にエルバーフェルトで生まれたヴァ
イヤーマンは，1902年にヴュルツブルク大学
で博士号を取得したのち，「織物会社の支配
人」に就任するものの，1909年にフライブル
ク大学で教授資格をとり，1911年からは員外
教授に就任している。1886年にベルリンで生
まれたシェーニッツは，1910年にフライブル
ク大学で博士号を取得し，1912年には教授資
格を得るにいたっている（岡田，1978; 232）。
ヴァイヤーマンとシェーニッツは，共著の
序文で，「幸い，偶然にも，二人は居合わせ，
偶然，両者はこの問題（Dinge）について
まったく同じ見解であった」（Weyermann u. 
Schönitz, 1912; Vorwort Ⅴ）と述べている。

だが，二人のプロフィールをみると，フ
ライブルク大学の位置づけが注目される。
シェーニッツは，ヴァイヤーマンとの共著
と同じ年に出版した著書のなかで，ゾンバ
ルトなどとともに，彼の労作が作られたゼ
ミナールの担当者であるシュルツェ - ゲベル
ニッツに対して謝辞を述べているのである 

（Schönitz, 1912; XIII）。彼らの研究が，歴史
学派と密接にかかわっていることを看過でき
ないだろう。そこで彼らの見解を，ブリーフ
スの見解を鮮明にするために，簡単にでも見
ていくことにしよう。
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ヴァイヤーマンとシェーニッツによれ
ば，「経済生活は，2つの視点から考察でき
る。その1つの場合，研究対象は，個別経済
相互の経済的交流，その結びつきから，つ
まり，主としてわれわれの資本主義的経済
秩序のもとで，個別経済が相互に多様に依
存しあっている状況から生じる現象と問題」

（Weyermann und Schönitz, 1912; 12）だと
いうのである。このような「個別経済の社会
経済的な結びつき」（Ebenda; 15）を研究す
るのが，国民経済学（Nationalökonomie）の
課題だという。

彼らは国民経済学の研究対象を，個別経済
の経済的な結びつきに求めている。だが，こ
のような研究が行われるには，なによりもま
ず，個別経済が存在しなければならない。実
際，個別経済の行動は，個別経済相互の結び
つきに強い影響を及ぼすのである。だが国民
経済学では，国民経済「全体にとって，この

4 4

ような全体という眼鏡をとおしてのみ
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4

考察す
ることで，その成果を確認することが重要」

（Ebenda; 17，傍点は著者たちによる）であり，
国民経済学は，国民経済全体を対象とするこ
とから，企業の個別の特徴を看過することに
なってしまうという（Ebenda; 17f）。かくし
て，こうした個別経済についての特殊な研究
が必要になるというのである。

ヴァイヤーマンとシェーニッツによれば，
「私経済学という考察の方法（Betrachtungs-
weise）は，国民経済学という考察方法よりも
古いとはいえないまでも，それと同じくらい
古い」（Ebenda; 1）歴史があるという。実際，
アダム・スミスに代表されるイギリス古典派
経済学では，「その理論体系のなかで私経済
学的な思考や取扱い（Handel）にかなりの
スペースがさかれている」（Ebenda; 4）の
であり，アダム・スミスの著作を読めば，そ
のことを理解できるとしている。

だが，アダム・ミュラー（Adam Müller）
やフリードリッヒ・リスト（Friedrich List）

らの歴史学派においては，私経済学につい
ての研究は，ほとんど行われてはいなかっ
た。その後歴史学派の展開とともに，さま
ざまな経済生活の実態が描かれるようにな
り，個別企業の経営についてもさまざまな実
態が明らかにされてきた。けれども，ヴァ
イヤーマンとシェーニッツによれば，歴史
学派は，「私経済学という多様な現象のなか
で，みたところほぼ不可能であるにもかかわ
らず，ある共通の方向を見出し，なんらかの
規則（Anordnung）を作りあげ，場合によっ
ては，あれこれの類型を作り上げようとしな
かった」（Ebenda; 5）のである。かくしてヴァ
イヤーマンとシェーニッツの課題は，古典派
経済学で重視されてきたものの，歴史学派経
済学が理論化しなかった私経済学にかかわる
問題の理論化をはかることにあったと考えら
れる。つまり，「歴史学派の研究によって非
現実的だと否定し去られた『経済人』を，よ
り具体的に把握」（田島，1973; 39）すること
にあった。

周知のように古典派経済学における経済人
仮説は，「市民革命の歴史的所産」（山之内，
1973; 87）として生み出された孤立的な個人
像であった。このような人間像は，市民社会
における交換の解明を反映することで，利己
心だけなく，判断力や技能をもつ具体的な個
人として措定されているものの，経済全体の
調和と発展を明らかにする概念装置として構
築された抽象的な人間仮説であった（スミス
の人間観については，間宮，1993などを参照
されたい）。

ドイツ歴史学派の研究者たちは，このよう
な古典派経済学は「各国の経済や社会の発展
状況を無視した普遍的抽象的な理論を作ると
いう誤謬を犯した」（橋本，1971: 155）と批
判したのであった。そしてその批判の対象と
なったのが，スミスの経済人仮説なのである。
もちろん歴史学派のなかでもスミスを評価す
るものもいたものの，その「物質主義（交換
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価値の重視ならびに精神的資本の無視），普
遍主義（国民性の無視），分権主義（私経済
優先）の3点において集中的に批判」（橋本，
1971: 156）されてきた。

ヴァイヤーマンとシェーニッツの課題は，
古典派経済学の批判のうえに営々と積み重ね
られてきた歴史研究の理論化をはかるために，
歴史学派が批判してきた私経済に注目し，抽
象的と捨象されてきた経済人仮説を具体化す
ることにあったと考えられる。そうすること
で，経済主体の私的な動因や行動様式も研究
の対象とすることになるのである。このよう
にヴァイヤーマンとシェーニッツは，歴史学
派の軽視してきた私経済や経済人の問題を積
極的に取り上げたのであった。もっとも，ヴァ
イヤーマンとシェーニッツは，古典派経済学
の経済人仮説とそれに基づく理論体系につい
て十分に認識しておらず，「誤った理解」（中
村，1965: 12）を示していたことは看過でき
ない。

だが，その一方で，ヴァイヤーマンとシェー
ニッツは，株式会社や，当時関心の高まりつ
つあったカルテルやトラストに注目すると
ともに（Weyermann u. Schönitz, 1912; 70），
不動産への融資や中小企業金融などについて
実証的な研究を行っていたのである。「経済
人の具体化」でヴァイヤーマンとシェーニッ
ツは，「一方において支配的勢力を占める独
占的企業と，他方において，それと絡み合い
ながらも対立している多数の残存的な中小な
いし零細企業の諸類型とを，同時に補足しよ
うと企図」（中村，1957: 126）したものと考
えられる。実際，シェーニッツは，『ドイツ
における商工業者金融』の冒頭で，実証的研
究に当たって私経済的な視点を重視している
のである（Schönitz, 1912）。

このようにヴァイヤーマンとシェーニッツ
は，「経済人の具体化」をもとに，当時注目
された株式会社や，トラスト，カルテルなど
の独占形態の問題と，存立の危機にさらされ

ていた中小企業，とりわけ零細層の問題を把
握する体系の構築を意図したものと考えられ
る。もちろん彼らの私経済学の体系化の試み
は，独立の科学として私経済学そのものの
研究を意図したものではなく，「国民経済学
の豊穣化のために必要な一つの道筋」（中村，
1957: 101）と考えられていたのであった。

当時，商業学（Handelswissenschaften）
と呼ばれたものも，企業の問題を扱ってい
た。だが，商業学の扱うものの多くが，技術
論であることから，彼らは商業学と区別して
私経済学を純粋科学として位置づけることに
なる。そして科学的私経済学を提唱するため
に，ヴァイヤーマンとシェーニッツはリッ
ケルト（Rickert, H.）やヴェーバー（Weber, 
M.）らの方法論に依拠しながら，「私経済学

4 4 4 4

は
4

，
4

社会経済学
4 4 4 4 4

（
4

国民経済学
4 4 4 4 4

）
4

の部分領域
4 4 4 4 4

（
4

Teildisziplin）
4

であり
4 4 4

，
4

私的な
4 4 4

，
4

自分自身で
4 4 4 4 4

処理できる経済主体の活動を対象とし
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4

，
4

狭義
4 4

の社会経済的な考察とは反対に
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4

，
4

私経済の活
4 4 4 4 4

動を
4 4

，
4

こうした私経済の利益という観点か
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4

ら
4

，
4

個々の類型に基づいて個別に検討する
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4

」
（Weyermann u. Schönitz, 1912; 80，傍点は
著者たちのもの）と把握している。

ヴァイヤーマンとシェーニッツの私経済学
の研究は，独立の科学として私経済学を確立
しようという試みではなく，国民経済学に寄
与するものとして考えていた。二人は，私
経済について研究することで，国民経済学
で解明されることは異なる，「新たな認識

4 4 4 4 4

」
（Weyermann u. Schönitz, 1912; 28，傍点は
著者たちのもの）をもたらすことができると
指摘している。そして私経済の研究によりも
たらされる新たな成果（Neuleistungen）と
して次の6つの点を指摘している。

1）私経済学の研究により，社会経済的な
現象の重要な側面（Anteil）を可能な限
り正確に際立たせることができること。

2）国民経済学の研究のために，対象の私
経済学的な検討を加えることで問題を設
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定し，その問題をさらに重視できること。
3）私経済学の研究をもとに，国民経済学

で考察されなかった経済人の多様な理念
型を獲得することが私経済学の課題でも
あり，新たな成果でもある。

4）こうした私経済についての類型的な研
究は，国家や地方自治体の政策の指針と
して，あるいは経済政策の客観的な基盤
として役立つこと。

5）科学的に研究された私経済の活動が，
私経済学という広範な研究の教育を通じ
て，その更なる活動のために同じくらい
役立つようになること。

6）経済学者が，独特の体系を持つ私経済
の研究により，自分の研究で実際に何が
一般的な立場なのか，それとは反対に私
的な利害集団の立場なのかを明確に釈明
する誘因となること。

以上のように，ヴァイヤーマンとシェー
ニッツは，私経済を研究することで，国民経
済学に寄与できる成果として6つの点を指摘
しているのである。

Ⅲ．ブリーフスの私経済学批判

これまでみてきたようにヴァイヤーマンと
シェーニッツの提起した私経済学は，古典派
経済学の進めてきた私経済に注目し，歴史学
派が軽視してきた経済人の具体化という視点
から，当時，ドイツで進展していたカルテル，
トラストなどの企業集中の問題と，そのなか
で存立が脅かされる中小企業の問題を視野に
収めることで，国民経済学の発展を意図した
ものと考えられる。そのさい私経済の研究
は，いわゆる技術論ではなく，リッケルトや
ヴェーバーらの方法論，とりわけ理念型に依
拠した科学的私経済学を志向するものであっ
た。もっとも彼らは，「少なくともウェーバー
的意味の理想型構成に関する限りは，誤謬」

（中村，1982; 82）だったともみられている。

いずれにせよ彼らの研究は，古典派経済学
に含まれていた私経済をとりあげ，その具体
化をはかるものだったといえる。シェーンプ
ルーク（Schönpflug,F.）は，彼らが古典派
経済学で取り上げられていた私経済に着目し，
その類型化が図られたことから，「古典派経
済学の後継者」（シェーンプルーク，古林監修，
1970; 46）とみなしている。

たしかにヴァイヤーマンとシェーニッツは，
古典派経済学の基盤ともいえる私経済に着目
し，歴史学派の批判した経済人の具体化を
図ったとはいえ，彼らが経済人の類型化にあ
たって採用した方法は，リッケルトやヴェー
バーなどの方法であり，しかも経済人の具体
化が，歴史学派の蓄積してきた歴史的事実を
理論化するための段階だとすれば，ヴァイ
ヤーマンとシェーニッツを古典派経済学の嫡
子と位置づけることはできないように思われ
る。ブリーフスの批判は，私経済学と国民経
済学との関連に向けられているのである。

ブリーフスによれば，当時経済学は，認識
論の新たな研究に対応して概念体系や認識方
法の再編を求められているが，その一方で，
経済集中という問題に対する経済的な把握の
必要性に直面しているという。ここでは，一
般的な認識しか示されていないものの，すで
にみたようにブリーフスが注目してきたカル
テルやトラストなどの問題が示唆されている
ように思われる。そして，このような経済
集中の問題に関連して，ヴァイヤーマンと
シェーニッツの「科学的私経済学」の主張に
注目すると述べている。

すでに検討したように，ヴァイヤーマンと
シェーニッツの提起した私経済学は，国民経
済学の一環として構想されていた。そのさい
私経済学は，商事経営学にみられるような技
術論ではなく，理念型・経済類型に基づく純
粋科学を志向するものであった。そのさい「類

4

型形成の基準は，社会経済理論への適応可能
4 4 4 4 4 4 44 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4

性
4

」（Briefs, 1912; 659，傍点は著者のもの）
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にあり，私経済学と国民経済学とを区分する
ために，彼らは古典派経済学の「経済人」と
いう概念を用いるとともに，経済現象を把握
する方法の違いを提起したのである。

こうした理解に対しブリーフスは，私経済
学と社会経済学との関連を示すには具体的な
経済人を提起することが必要だと指摘してい
る。ブリーフスの指摘する社会経済学は，国
民経済学を意味するものと思われるが，この
社会経済学と私経済学を明確に分けるには，
社会経済学の本質と方法，さらに両者の研究
領域を明らかにし，さらに進んで私経済学の
具体的な分析が必要だったと述べている。実
際，こうした点が明らかでないために，シェー
ンプルークにみられるような解釈が生じてく
るのである。　

ブリーフスは，国民経済学の一分野として
の科学的私経済学の定立に疑問を呈しなが
ら，私経済学という研究が，国民経済学に有
用な研究であるのかを確認するために，ヴァ
イヤーマンとシェーニッツが，私経済に関す
る研究を行うことで期待される成果と考えた
6つの点について検討を加えていくのである。
ブリーフスが，私経済の研究で期待される成
果をどのようにみていたのかを確認していく
ことにしよう。

ヴァイヤーマンとシェーニッツは，私経済
の研究をすることで経済学が研究すべき課題
を明確にできると指摘している。つまり国
民経済学では，経済活動の結果だけが問題
になるのに，私経済学では，私経済の「欲
求」をもとに私経済の内的な構造に立ち入る
ことができるというのである。たしかにメン
ガー（Menger,C.）などの新古典派経済学で
は，企業の内的な構造に立ち入った検討は行
われないかもしれないが５），個別事例の研究
を行う歴史学派のもとで研究を行ったブリー
フスからすれば，国民経済学でも企業内部の
問題を当然扱うことはできるというのである。
だが，国民経済学に問題になるのは全体的な

視点であり，「個別的な現象」には「価値は
ない」（Briefs, 1912; 661）と批判している。

次に第２の成果についてみてみよう。ヴァ
イヤーマンとシェーニッツは，私経済を考察
することで，国民経済学は課題を設定するこ
とが可能になり，また新たな視点から問題の
設定が可能になると述べている。彼らは，労
働者住宅の統計の事例をあげて，私経済研究
の意義を指摘しているのに対し，ブリーフス
は，統計の立証プロセスを問題とし，対象を
十分に検討し，分析するという点では私経済
学も国民経済学も異なるものではなく，むし
ろ「社会現象を個別経済の視点から研究する
私経済学の研究者は，必然的に，一面的で誤っ
た理解に向かわざるを得ない」（Briefs, 1912; 
662）と指摘するのである。

3つ目の成果について検討しよう。ヴァイ
ヤーマンとシェーニッツによれば，私経済学
の課題は，経済人の具体化にあり，そのため
に経済人の類型化という方法が提起された。
けれども，彼らの提起する類型化は，リッケ
ルトやヴェーバーなどの方法に基づいて行わ
れるのであり，その意味で「社会経済的な観
点から構築される」のであり，「類型という
構想は，私経済学の枠組みからはみ出してし
まう」（Briefs, 1912; 664）と，ブリーフスは
把握する。

ヴァイヤーマンとシェーニッツは，国民経
済学が研究できない，あるいは十分に研究し
てこなかった成果があることから，私経済学
という分野の構築を正当化するのである。ブ
リーフスによれば，これまでみてきた6つの
新しい成果のうち，最初の3つの項目は，「私
経済学による科学的認識の必要性」（Briefs, 
1912; 665）を示しているのに対し，後者の成
果は，純粋に科学的な視点から提起されたも
のではない。4つ目の成果として，国家や地
方自治体の政策への貢献が，5番目では，教
育的な成果が，そして6つ目の成果として企
業活動への貢献が指摘されているのである。
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ブリーフスは，こうした4〜6の項目を検討
し，私経済学が「技術論」の枠組みにとどまっ
ていることを指摘するのである。

かくしてブリーフスは，ヴァイヤーマンと
シェーニッツの提起した「私経済学によりも
たらされるべき新たな成果に対する批判をも
とに，私経済学を社会経済学の部分学問とし
ては否定しなければならないと思う」（Briefs, 
1912; 667）と結論付ける。もっともブリーフ
スは，ヴァイヤーマンとシェーニッツが提起
した国民経済学豊穣化のための私経済の研究
という問題については，国民経済学における
多様な経済現象の研究の必要性という視点か
ら，「きわめて興味深く，適切に選ばれた事例」
の研究を「高く評価」（Briefs, 1912; 668）する。
協同組織の実証的な研究を行ったヴァイヤー
マンとシェーニッツとおなじように，カルテ
ル研究という具体的な事例の研究を行ったブ
リーフスには，彼らの研究は重要な研究と感
じられたのであろう。

けれども，歴史学派のもとで研究のキャリ
アを積んできたブリーフスには，私経済の研
究から得られる成果が，「国民経済学から論
理的にも体系的にも切り離され，私経済学
によってのみ達成可能な成果」（Briefs, 1912; 
669）と把握されたことに疑問を呈したもの
と思われる。その意味で，この時点（1912年）
では，ブリーフスは，経営問題を国民経済学
から研究するという立場をとっていたといえ
る。

おわりに

すでに検討したようにブリーフスは，現代
ドイツ経済の基調をなす社会的市場経済の構
築に寄与するとともに，その基本的な要素を
なす，労働組合と経営協議会を労働者の二つ
の代表組織とする二元的労使関係に法的な枠
組みを与えた経営協議会法を構想したのであ
る。ブリーフスの研究は，ドイツ経済の基本

的な枠組みの形成に大きな貢献をするもので
あった。だが，それと同時にブリーフスは，
当時ドイツで行われていた労働者対策を，経
営社会政策という枠組みで把握するとともに，
その基礎理論として経営社会学を体系したの
であった。その意味でブリーフス研究は，ド
イツにおける人的資源管理の解明に寄与する
ものと考えられる。

そこで本稿では，国民経済学を研究してい
たブリーフスが，経営における労働問題を研
究するにいたった理由を問うために，ヴァイ
ヤーマンとシェーニッツの共著に対する書評
をもとに，ブリーフスが，もともと経営問題
をどのような立場から，いかに把握していた
かを問うことを課題にした。これまで検討し
てきたように，ヴァイヤーマンとシェーニッ
ツの私経済についての研究は，古典派経済学
が提起しながらも，歴史学派経済学が批判し
てきた経済人仮説を具体化し，当時注目を集
めてきた独占問題や中小企業の問題を視座に
収めることで経済学の豊穣化をはかることに
あった。

だが，経済学の研究をもとに，カルテルの
研究を進めていたブリーフスにとって，私経
済の研究は重要なものであったとはいえ，私
経済学という新たな研究領域を構築すること
は問題を残すものと考えられたのであろう。
この書評を執筆した時点でブリーフスは，経
営問題を国民経済学という視点から扱えるも
のと考えていたといえる。このようなブリー
フスが，経営問題，とりわけ経営の社会問題
へと向かう契機となったのは，増田（1981）
が指摘するように，ドイツ革命に象徴される
労働運動の高揚と，それを背景とするプロレ
タリアートの研究であったと考えられる。そ
の解明については，今後の研究課題としたい。
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（注） 
１）本稿は，令和2年度日本大学商学部個人研究費

の成果の一部である。
　　なお，査読を担当し，詳細なコメントをいただ

いた先生方に感謝いたします。
２）メイヨーの見解については，豊富な研究が蓄積

されているが，ここでは村田（1972），石坂（1968）
をあげておく。

３）ブ リ ー フ ス の 取 り 上 げ て い る の は， 
M.R.Weyermann und H. Schönitz, Grundlegung 
und Systematik einer wissenschaftlichen 
Privatwirtschaftslehre und ihre Pflege an 
Universitäten und Fachhochschulen, 1912であ
る。

　　なお，本書については，わが国でも北川（1982）
や中村（1982）をはじめ，すでに優れた研究が

蓄積されている。小稿の研究も，こうした研究
から多くを学んでいる。

４）大河内によれば，国家による社会改良を支持す
る新歴史学派を意味する「『講壇社会主義』は
決して特定の理論および綱領を持った体系なり
運動ではなく，『独逸マンチェスター派』およ
び社会民主党への反対という消極性における一
致以外には，それぞれの教授たちはそれぞれ自
分の社会改良プログラムを持っていた。しかし
ながらこれらはただ雑然たる諸理論の混在を意
味するものではなく，彼らは略々三個の陣営に
分裂していたと言うことが出来る」（大河内，
1969; 253）という。

５）この点については，さしあたり今井他（1982），
宮崎（1985）などを参照されたい。
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（Abstract）
Goetz A. Briefs is commonly known as the founder of Industrial Sociology, which is 

the theoretical foundation and research of internal social policy- a labor policy of German 
enterprises. He contributed tremendously to the establishment of social market economy, 
which formed the keynotes of the modern German economy. At the same time, he drafted 
the framework for German type of industrial relations with trade unions and works council 
as the two representative organizations for employees. In that sense, Briefs’ research, in fact, 
contributes much to bring human resource management in Germany to light.

The paper aims to question why Briefs shifted from the study of National Economy to 
labor issues in business management based on the literature review of the publication of 
Weyermann and Schönitz and reveal how Briefs’ original viewpoint to question management 
issues and how he deeply he is aware of them. In Weyermann and Schönitz’ private 
economic studies, hypothesis in economic man in classical political economy becomes much 
concrete as a contribution to the development of national economy. However, although 
research on the private economy was important for Briefs, who conducted research on the 
cartel, the establishment of a theory on private economy as a new research area remains as 
a problem for students of national economics indeed.


